
１．はじめに

　施設管理業務の要点は、加速器の運転及びビームライン

における利用実験を万全にサポートすることと、SPring-８

の運営に必須な基盤設備を安全に、安定して、かつ信頼性

高く運転・維持管理することにより、研究者が研究に専念

できる研究所機能を確保することにある。

　本年度の主要事項として、省エネルギー化への対応、加

速器冷却系機器の腐蝕対策、放射光利用研究の多様化にと

もなう各種実験廃棄物の回収・分別・中間処理および施設

管理統合システムの構築を進めた。

　省エネルギー化への対応は、環境の保全とエネルギー使

用の効率化の観点から省エネ法が一部改正され、SPring-８

も製造業等と同一区分の第一種エネルギー管理指定工場に

指定されることにともない、エネルギー管理者の選任、中

長期計画の策定と推進、報告が義務化される。このため電

力・熱エネルギー施設・機器の消費電力を見直し、省エネ

ルギー対策を具体化して計画的に実施していく必要がある。

　加速器冷却系機器の腐蝕については、当初予測できな

かった水質等の関係で交換を余儀なくされている。今後頻

発するであろう経年劣化対策の先行事象として、加速器の

運転計画に支障を来さぬよう機器の更新を進めている。

　実験廃棄物については、先端的研究の進展にともない、

取扱いに留意する必要がある化学物質や生物試料が使用さ

れるようになり、新たな対応が必要になっている。環境へ

の配慮、地域理解の取得はもとより、研究者に無用な負担

をかけないような体制作りを進めている。

　日常の施設管理業務を効率的に実施することはもとより、

故障・障害の発生、事故・災害等緊急時における迅速な対

応と継続的な施設管理業務の向上を図るため、施設管理統

合システムの整備を段階的に進めている。

　SPring-８ が基礎科学分野における第一級の研究所とし

て機能し、高い評価を得る研究成果を創出しつづけていく

ためには、日常業務の品質管理はもとより、エネルギー管

理、環境管理、危機管理を的確かつ効果的に実施すること

により、地域の信頼を確立していくことが重要である。こ

のためのマネージメントシステムの構築を目指して業務を

実施した。

２．光熱水管理

２‐１ 電力

　今年度の電力使用量は特別高圧系統（放射光発生施設及

び利用施設）が１５６.２×１０６kWhで前年度比約５％増、業務

用系統（原研・理研独自施設及び研究交流施設棟等の付帯

施設）が８.１×１０６kWhで約２５％増、全体では約６％増加し

た。その要因は、特別高圧系統では蓄積リング棟運転時間

が増加したこと、業務用系統では各研究棟実験設備の充実、

ハイスループット棟の新設等によるものである。１０年度以

降年度別比較を表１に、また月別比較を図１に示す。

２‐２ 水

　今年度の水道水使用量は３１１.４km３で、前年度比約１７％増

加した。この増加分の内約７５％（３３.３km３）が蓄積リング
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施　設　管　理

１３年度１２年度１１年度１０年度
１５６.２１４８.６１４４.３１３３.０特別高圧系統
８.１６.５３.３２.２業 務 用 系 統
１６４.３１５５.１１４７.６１３５.２SPring-８　全　体
９.２７.５１２.４―　増　　減（±）

１０５.９％１０５.１％１０９.２％―　増　　減（％）

電力使用量 

図１　電力使用量

表１　電力消費量
（単位：kWh×１０６）



棟工業用水（工水）の増加によるもので、９月播磨高原広

域事務組合上下水道事業所により、クリプトスポリジウム

等原虫類総合対策として実施された水道水給水源変更（竜

野水系→上郡水系）により従来に比べてカルシウムのス

ケールが発生しやすい水質となったため、マシン冷却二次

冷却水系冷却塔底部に設置のフィルター清掃頻度が多く

なったり、循環水中の不純物が過度に蓄積することを防ぐ

ために連続放流（ブリード）水を増加して運転しているこ

とによるものである。１０年度以降年度別比較を表２に、ま

た月別比較を図２に示す。

　今年度の下水総排水量は１６４.７km３で、上・工水使用量増

加に伴って、前年度比約２０％増加した。１０年度以降年度別

比較を表３に、また月別比較を図３に示す。 

２‐３ ガス

　今年度の都市ガス使用量は２,６４５.９km３で、前年度比約

７％増加した。この増加分の内５７％（１０３.８km３）が理研独

自施設によるもので、各研究棟における研究活動の本格

化やハイスループット棟の供用開始（１４年１月）によるも

のである。又、残る４３％（７８.７km３）は、JASRI管理施設

によるもので、蓄積リング棟（４８.５km３）、利用実験施設

（１７.７km３）、食堂（１０.２km３）及び研究交流施設（２.３km３）

である。１０年度以降年度別比較を表４に、また月別比較を

図４に示す。

２‐４ 熱、電気の省エネルギー

　「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネル

ギー法）第１２条第２項の規定に基づき、１１年４月近畿通商
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表２　水道水使用量
（単位：km３）

１３年度１２年度１１年度１０年度
２８６.０２４４.１２４２.６２２２.０JASRI管理施設
２５.４２２.６２３.６１３.２独 自 施 設
３１１.４２６６.７２６６.２２３５.２SPring-８　全　体
４４.７０.５３１.０―　増　　減（±）

１１６.８％１００.２％１１３.２％―　増　　減（％）

表３　下水使用量
（単位：km３）

１３年度１２年度１１年度１０年度
１６４.７１３７.５１２８.２１１２.９SPring-８　全　体
２７.２９.３１５.３―　増　　減（±）

１１９.８％１０７.２％１１３.５％―　増　　減（％）

図２　水道水使用量

図３　下水道使用量



産業局長へ１０年度燃料等の使用量２,４７０kl（原油換算）及び

電気の使用量１３,２０８万 kWhを届け出た。SPring-８ は研究

施設（業務部門）であるため１１年６月第二種熱及び第二種

電気管理指定工場に指定された。

　これにともない、熱及び電気に関するエネルギー管理者

の専任及びエネルギーの使用状況の把握・記録義務が生じ、

電力負荷低減のため空調及び照明電力負荷等のムダ低減に

取り組んできた。

　省エネルギー法改正（１４年）に伴い、いずれも第一種エ

ネルギー管理指定工場：燃料等の使用量３,０００kl以上（１３年

度実績３,１４９kl）及び電気の使用量１,２００万 kWh以上（１３年

度実績１６,４３０万 kWh）に該当することとなった。

　第一種エネルギー管理指定工場に相当する燃料及び電力

を使用しているオフィスビル、大規模小売店、ホテル、病

院など業務部門などは１５年度から第一種エネルギー管理指

定工場に指定されることになり、SPring-８ もエネルギー

使用の合理化を目指す中長期省エネ計画の作成（エネル

ギー管理士の参画）及びエネルギー使用量等の定期的報告

が義務づけられることとなり、省エネルギー対策を一層強

化することが必要となってきた。

３．設備の運転保守・維持管理

３‐１ 設備の運転保守

　大型放射光施設の運営業務実施計画に基づき、設備の運

転・保守・維持管理の年間計画、月間計画等詳細計画を作

成し、運営業務実施に支障を来さないよう、設備の運転・

保守・維持管理を実施した。

　設備の運転管理に関しては、中央設備監視室に於いて通

年３交代勤務制を敷き、常時監視と現場巡視点検を実施し

て、安全で安定した運転の維持に努めた。

　また、保守・維持管理については、年間計画、月間計画

に基づく周期点検を実施するとともに、巡視点検、周期点

検等で発見された問題点の修繕・改修を実施し、研究者が

研究に専念出来る研究環境の確保維持に努めた。

　全体として、１３年度の施設管理部門管轄の運転保守・維

持管理においては、大きな事故、障害の発生も無く、人員・

施設設備の効率的な運用ができた。

　今後の問題点として、冷却水関連で水道水給水源変更や

冬期・夏期の気温変化による水質（全硬度：CaCo３ ㎎/l）

の変化等により、スケール生成に関わる障害が多発してい

る。現在は冷却塔の循環水の連続放流量（ブリード水量）

を増加して不純物の濃縮度を低く押さえることにより、水

質の維持管理を図り対処しているが、今後の検討課題であ

る。

３‐２ 維持管理

　マシン二次冷却水系冷凍機蒸発器チューブ腐蝕・漏洩対策

　蓄積リング棟のマシン冷却設備二次冷却水系統に設置さ

れている冷凍機（圧縮機、凝縮器及び蒸発器で構成）計１８

基について、冷媒ガス（R２２）の漏洩チューブ本数が多く

なった蒸発器９台は１２年度迄に改良型と取り替え済みで、

残る９台についても薬品洗浄し漏洩しているチューブに対

しては閉止栓を施工し最低限の必要な措置を実施してきた。

　本年度は、６月に Bブロック冷凍機２号蒸発器のチュー

ブ漏洩が発生し、同蒸発器を前年度に予備として確保して

いた改良型と取り替えた以外には蒸発器の腐蝕による運転

の障害は発生しなかった。

　今後腐食状態を監視しつつ、未交換の蒸発器８台につい

て順次改良型と交換していく計画である。 
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表４　都市ガス１３Ａ使用量
（単位：km３）

１３年度１２年度１１年度１０年度
１,９４０.７１,８６２.０１,９８９.８１,８０３.７JASRI管理施設
７０５.２６０１.４４０５.６２７２.２独 自 施 設
２,６４５.９２,４６３.４２,３９５.４２,０７６.０SPring-８　全　体
１８２.５６８.０３１９.４―　増　　減（±）
１０７.４％１０２.８％１１５.４％―　増　　減（％）

図４　都市ガス使用量



４．機能改善

４‐１ 施設管理統合システム

　施設管理統合システムは、施設管理に係る情報をデータ

ベース化し、これを業務に活用することによって、業務品

質の向上と効率化を達成することを目的としている。

　本システムは、「運転管理システム」、「運転保守支援シス

テム」、「管理業務支援システム」の３つのシステムから構

成され、１０年度から段階的に整備を進めてきている。

　本年度は、１２年度より構築をすすめている「運転保守支

援システム」を構成する機能のうち、異常時対応、予備品

管理、新・増設管理、業者リスト・連絡網等の管理機能に

ついて追加構築を実施した。

　また、本システムを運用するにあたり必要となる最小限

の図面・図書等の電子化（入射系建屋並びに蓄積リング棟

建屋図面等のラスター化、一部ベクター化を含む）を実施

した。

　なお、次年度以降本格運用に向けて各データベースへの

登録データの作成、見直し、排水処理施設等その他の建屋

図面・図書等の電子化（ラスター化）作業を進めるととも

に、施設管理部門統合システムの仕上げとなる「管理業務

支援システム」の構築に向け調査、準備作業を進める計画

である。

　施設管理統合システムの概要を図５に示す。

４‐２ 排水自動分析システムの増強

　大型放射光施設の実験排水は構内実験排水管で排水処理

施設棟に集められ、薬注・凝集・沈殿・砂濾過・活性炭吸

着・キレート樹脂吸着の各処理を経て播磨高原広域事務組

合　上下水道事業所の処理施設へ送られている。

　現有の排水処理施設の処理能力は、能力超過の有害物質

が流入すると排水処理施設の運転に支障が生じ、最悪の場

合本施設を停止する事態を招き、放射光利用研究に重大な

影響を及ぼすことになる。

　この対策として、排水処理施設棟の入口側（前段）に自

動分析装置を設けることにより、Cd、Pb、As、Crなどの

化学物質の流入を迅速かつ未然に検知し、発生源（排出箇

所）特定と再発防止策を講じ、排水処理施設棟の安全で安

定した運転を継続して、放射光利用研究所の安定稼働と研

究の促進を目的としたシステムである。

　１２年度には、本システムの内、カドミウム分析計の導入

と付帯設備の構築を行い運用を開始しており、本年度は

鉛・砒素・六価クロム分析計の３台を導入し、装置の充

実・高度化を図り運用した。

　今後とも、使用薬品の多様化にあわせ順次分析計を増強

し、安定稼働のための分析システムの構築を進めていく計

画である。

 

施設の現状と進展
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図５　施設管理統合システムの概要



４‐３ シンクロトロン冷却制御の改修

　本改修は、シンクロトロン RFキャビティ冷却系二次冷

却水の温度をより安定させることによって、ビームの不安

定をなくすることを目的とするものである。

　これまでのシンクロトロン RFキャビティ（８台）の表

面温度が定格出力時５０～６０±３℃であり、この±３℃の温

度変化がキャビティの体積を変化させるため高次モード

（Higher Order Mode：HOM）の周波数がビームに悪影

響を及ぼす範囲に移動しビーム不安定の原因となっていた。

このビーム不安定をなくするためにキャビティの温度変化

を小さく押さえて、HOMの周波数が影響を及ばさない

キャビティの温度を保つ必要があった。

　設計条件として、制御方式はインバータ制御方式で、

キャビティ二次冷却水供給温度を一定に保つ（３２±０.８℃）

ことによって、キャビティ一次冷却水温度制御目標を３５±

０.２℃とした。

　上記二次冷却水の安定供給（冷却塔冷却水出口温度を段

階的且つスムーズに制御させる）を行うため、冷却塔の

ファンモータをインバータ制御に改造した。この改造結果、

冷却塔冷却水出口温度の過冷却現象がなくなり、且つ、温

度変化の巾も小さくなり安定してきた。

４‐４ 蓄積リング棟放送スピーカーの増設

　蓄積リング棟の主要部には各種放送スピーカーが設置・

運用されているが、外周部の実験準備室（試料準備室、測

定準備室等）にはスピーカーが設置されておらず、非常放

送及び一般放送（加速器の運転状況等）は廊下のスピーカー

に頼っていたのが現状であった。このため、在室者が確実

に放送内容が把握できるよう準備室１４１室に音量調整可能

なスピーカーを設置し、安全対策等の向上を図った。

４‐５ 避雷針の設置

　８月に医学利用研究棟横の駐車場に駐車中の自家用車の

アンテナに落雷があり、電装品、エアーバッグ作動等の被

害を受けた。その対策として、避雷針を、雷の通り道とな

り被害を受けた医学利用棟駐車場に２本および蓄積リング

棟 A２玄関前に１本設置した。

　避雷針は、避雷対策範囲を駐車場と限定し、地上に設置

する独立避雷針を選定した。また落雷時避雷針近傍の対地

電位を極力低く抑えるため、針付アース棒によるメッシュ

接地方式とし、補助接地棒、接地抵抗低減剤も使用して、

定常及び過度接地抵抗を１０Ω程度の低接地抵抗を得ること

ができた。

　今回の雷規模について、落雷が研究棟の建屋で保護でき

ていないこと、また近くの空き地の数カ所に落ちているこ

とから、落雷頻度の多い１０～２０kA程度の比較的小型の雷

と推定した。この推定から避雷対策範囲を駐車場に限定し、

不必要な誘雷を防ぐ程度とし、避雷針の高さを決めた。

　なお、設置した避雷針には、磁鋼片を取付けており、着

磁の程度によって落雷時の雷電流を検磁計で測定すること

ができるので、当施設の雷害対策に活用していきたい。

５．環境保全への取組み

５‐１ 産業廃棄物

　SPring-８ で発生する産業廃棄物は「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律」を基本に特別管理産業廃棄物と普通産業

廃棄物に大別して管理している。特別管理産業廃棄物は、

実験廃液が主であり、廃酸、廃アルカリ、廃油が多い。普

通産業廃棄物は、廃プラスチックが大部分を占めている。

　前年度まで、廃棄物の定期回収及び分別作業を特管物及

び普通産廃各１名の担当者で処理していたが、廃棄物の発

生量が増えてきたこと、廃棄物の分別精度向上及び廃棄物

排出者の利便性をより図るためもあり、今年度はこれらの

作業を請負業者に委託した。この請負委託によって廃棄物

の処理がスムーズに施行でき、且つ作業マニュアル類の整

備に力を注ぐことができた。

　特別管理産業廃棄物及び普通産業廃棄物それぞれの処分

量推移を表５及び表６に示す。

５‐２ 化学試料準備室等支援システムの構築

　本システムは１０年度に原型を作成し、蓄積リング棟 D１

ゾーン「化学試料準備室」及び利用実験施設棟１階実験室

「１０６，１０７号室」にそれぞれ配備し、改良を加えて運用し

てきた。これら「化学試料準備室」等は内外部のユーザー

がいつでも利用できるようにしており、化学薬品の種類及

び使用頻度が多いのでタイムリーに補充し、不測の事態に

も備えるため、貯蔵薬品の「入」から「出」までの数量把

握を行える‘化学物質管理’のシステム化を進めている。

　今年度は昨年度に引き続き、化学物質の形状及び取扱い

情報（MSDS）を収集・提供できるように化学物質情報デー

タベースを設計し、構築を開始した。また、システムの簡

施設の現状と進展
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表５　特別管理産業廃棄物　処分量推移
（単位：kg）

１３年度１２年度１１年度１０年度
２,３５４９１,７２１１,６５７３９２廃 酸
８９０３９６１１２６０廃 ア ル カ リ
５,５６７１９８１４９３６廃 油
０３３,２５０２,９４９１７,２７０汚 泥

表６　　普通産業廃棄物　処分量推移
（単位：�）

１３年度１２年度１１年度１０年度
２９.２４０２４汚 泥
３３９.１３３５２９６９６廃プラスチック
０.０００７５紙 く ず
３１.０４５４４３９木 く ず
０.１１２０ゴ ム く ず
３９.７７０７１２金 属 く ず
７.３２１１７４０ガ ラ ス く ず
１.６１１０が れ き 類



便な操作性と信頼性を確保する為に化学物質管理システム

のソフトウェアおよびハードウェアの構成を見直している。

　具体的には入出力インターフェイスの再設計、データ

ベースシステムの高速化、耐故障性の向上のためのハード

の重複化、データ構造の最適化を進めている。

　化学物質管理システムの機能概要を図６に示す。
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図６　化学物質管理システムの機能概要


